
 

 

 

（当初）地域指定年度 昭和 46 年度 

（当初）計画策定年度 昭和 47 年度 

（変更）地域指定年度 平成 18 年度 

（変更）計画策定年度 平成 18 年度 

（変更）計画策定年度 平成 24 年度 

特別管理地域の指定 

昭和 54 年度（1 回目） 

平成 年度（ 回目） 

平成 年度（ 回目） 

農林水産大臣等に送付する 

計画の認可、公告の年月日 

法等 8 条認可年月日 平成 25 年 1 月 8 日 

法等 12 条公告年月日 平成 25 年 1 月 11 日 
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16.46 

19.45 

化や兼業化の進展により、農業生産額は減少を続けています。 

④ 土地利用の現況及び動向 

本地域の土地利用は、森林・原野が 58.50％を占めており、農用地 16.52％、住宅地 4.36％、

工場用地 1.21％、その他 19.38％、農業用施設用地 0.02％となっています。都市化の進展とと

もに農用地は減少しており、耕作放棄等によって農用地の荒廃は著しい状況です。 

今後も市街地の拡大によって、農用地や森林・原野が減少することが予想されており、農業

振興地域面積も市街化区域の拡大に伴い減少する可能性があります。 

このため、計画的な市街地の開発や秩序ある市街化の誘導、効率的な都市基盤整備を進め

るとともに、農用地においては、整備が遅れている農業生産基盤整備を推進し、優良農用地の

保全を図り、遊休農地等の解消を推進するため、集落内での集団的保全を図ります。 

（単位：ｈａ、％） 

（注） 「現在」は、直近の「確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況」現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

 

 

年次 

農用地 
農業用施設 

用地 
森林･原野 住宅地 工場用地 その他 計 

実数 

 

比率 実数 比率 

 

実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 

現在 
3,981.4 16.46   14,145.7      4,703.7 19.45   

3,995.8 16.52 4.8 0.02 14,147.3 58.50 1,054.8 4.36 293.0 1.21 4,687.7 19.38 24,183.4 100.0 

目標 

3,981.4 16.46   14,145.7      4,703.7 19.45   

3,995.8 16.52 4.8 0.02 14,147.3 58.50 1,054.8 4.36 293.0 1.21 4,687.7 19.38 24,183.4 100.0 

増減 0  0  0  0  0  0  0  
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3,981.4 7 

1,501.49 

 

イ 農用地区域の設定方針 

(ｱ) 現況農用地についての農用地区域の設定方針 

本農業振興地域にある現況農用地 3,995.8ha（令和６年１月現在）のうち、市街化区域内の農 

用地を除き、概ね次に掲げる基準に該当する農用地 1,501.76ha について、農用地区域を設定

する方針です。 

a 農振法第 10 条第 3 項で定められている土地 

ｂ 中山間地域農業等の生産条件の不利を支援するため、農業上の利用を確保することが必要

な農用地（中山間地域等直接支払制度の受益地） 

ｃ 地域ぐるみで農地保全に関する共同活動を推進する農用地（多面的機能支払制度の受益

地） 

ｄ 農業生産基盤整備事業等の農業施策の対象農用地（ただし、基盤整備を実施するための

一筆ごとの編入は認めない） 

(ｲ) 現況農業用施設用地についての農用地区域の設定方針 

本農業振興地域における（ｱ）において農用地区域を設定する方針とした現況農用地に介在

又は隣接するものであって当該農用地と一体的に保全する必要がある農業用施設用地につい

て、農用地区域を設定します。 

なお、これらに関連する主な農業用施設用地は次のとおりです。 

 

地区 

番号 
農業用施設の名称 位置（集落名等） 

面積 

（ha） 
農業用施設の種類 

A-2 市原ぶどう組合選果場 木ノ庄町 市原 1.0 選果場、事務所、倉庫、堆肥舎、防除施設 

A-2 畑ぶどう組合選果場 木ノ庄町 畑 0.2 事務所、倉庫、防除施設 

A-2 上小味ライスセンター 原田町 上小味 0.1 籾乾燥調整施設 

A-2 小原西ライスセンター 原田町 小原西 0.1 籾乾燥調整施設 

C-2 鶏舎 因島重井町 字先勘口 0.6 飼養管理施設 

      

      

      

 
 

 
 

2.0 
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1,506.29 

 

(ｳ) 現況森林、原野等についての農用地区域の設定方針 

    現況森林、原野等の設定については、将来、具体的な増加を見込まないことから、原則設

定しないものとします。 

 

(2) 農業上の土地利用の方向  

ア 農用地等利用の方針 

本農業振興地域における農業は、丘陵・沿岸地域及び島しょ部地域の野菜類及び柑橘類、

落葉果樹類の近代的な農業経営と、中山間地域の山間地帯の軟弱野菜、果樹類、水稲の組み

合わせによる経営の二つの型があります。今後、規模拡大による経営感覚に優れた企業的農家

育成のため、次の現況農用地区域に田、畑、樹園地、として利用できる農地を確保します。 

島しょ部地域においては、温暖な気象条件を活かした柑橘類を中心とした果樹園芸農業及び

わけぎ、きぬさや等の施設園芸が展開されており、収益性の高い作物・作型を導入するなど、都

市近郊農業が営まれています。今後の土地利用については、これらに関連する優良な農地を中

心に保全を図ることとし、必要に応じて農業生産基盤の整備を行います。 

丘陵・沿岸地域においては、立地や気象条件を活かした野菜類や果樹類などの園芸農業が

営まれています。また、都市近郊という立地条件を活かした施設園芸が展開され、収益の高い作

物、作型が導入されています。今後は、農家の高齢化による荒廃園の増加が見込まれますが、定

年帰農者などを含めた担い手対策を強化して産地の維持・発展を目指すこととし、優良農地の保

全に努めます。 

中山間地域においては、米の生産調整・山林・宅地等への転用によりやや減少しつつあります。

水田については、年々計画的にほ場整備事業を実施していますが、引き続きほ場整備・暗渠排

水・農道等の整備をすすめ生産条件を高めていく必要があります。また、農業生産法人や地域農

業集団の育成強化を進める中で、作付地の集団化、高収益作物の導入、不作付地の解消・地

力の増進及び田畑輪換等による農用地の高度利用を図ります。畑については、軟弱野菜などの

栽培を進めます。今後の土地利用については、現況農用地等を基本とし、優良農地の確保に努

めます。 

本農業振興地域における現況農用地等 ha のうち、1,506.56ha について農用地区域（農地、農業

用施設用地）が設定されています。（令和７年３月現在） 
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(単位：ｈａ) 

（注） 現在は、令和７年３月現在、将来はおおむね 10 年後                 ※現状の数値で整理 

 

イ 用途区分の構想 

(A-1) 御調地区 

この地区は、旧御調町の地域で、大部分が中山間地域になっています。基盤整備について

は、平坦地を中心に、年々計画的に実施していますが、引き続き、ほ場整備・暗渠排水・農道等

の整備を進め、生産条件を高めていく必要があります。今後は、集落法人等の育成強化を進め

る中で、作付地の集団化と高収益作物の導入や不作付地の解消・地力の増進を図り、現況農

用地を中心に優良農地の保全に努めます。併せて、田畑輪換等による農用地の高度利用を図

ります。畑については、軟弱野菜などの生産ほ場としての利用を促します。 

農業用施設用地については、隣接する農用地と一体的な利用を図ります。 

 

  

   区分 
 

地区名 
農地 

採草放牧
地 

混牧林地 
農 業 用 
施設用地 

計 
森林･
原野等 

地域
区分 

地区 
区分 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

中
山
間
地
域
Ａ 

御調
(A-1) 

313.39 313.39 － － － － － － － 2.3 2.3 － 315.69 315.69 － － 

尾道 
北部 
(A-2) 

218.29 218.29 － － － － － － － 1.62 1.62 － 219.91 219.91 － － 

丘
陵
・
沿 

岸
地
域
Ｂ 

尾道 
南部 

(B-1) 
20.25 20.25 － － － － － － － 0.02 0.02 － 20.27 20.27 － － 

島
し
ょ
部
地
域
Ｃ 

向島 
 (C-1) 

78.46 

78.50 

78.46 

78.50 
－ － － － － － － 0.03 0.03 － 

78.49 

78.53 

78.49 

78.53 
－ － 

因島 
(C-2) 

153.33 153.33 － － － － － － － 0.61 0.61 － 153.94 153.94 － － 

 瀬戸田 
(C-3) 

717.77 

718.00 

717.77 

718.00 
－ － － － － － － 0.22 0.22 － 

717.99 

718.22 

717.99 

718.22 
－ － 

計 
1,501.49 

1,501.76 

1,501.49 

1,501.76 
－ － － － － － － 4.80 4.80 － 

1,506.29 

1,506.56 

1,506.29 

1,506.56 
－ － 
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２ 農業生産基盤整備開発計画 

事業の種類 事業の概要 受益の範囲 
対図 
番号 

備考 

   ha   

ほ場整備 
山方地区  
区画整理 5.4ha 

山方 5.4 1 
平成 14～28 年度 
（基盤整備促進事業） 

ため池等 
整備 

峠池地区  
ため池改修一式 

峠池 11.3 2 
平成 24～27 年度 
（県営ため池整備事業） 

用排水路 
整備 

油屋新開地区  
排水ポンプ更新一式 

油屋新開 8.0 3 
平成 27～29 年度 
（基盤整備促進事業） 

海岸保全 
施設整備 

外浦地区 
護岸整備 L=369ｍ 

外浦 - 4 
平成 26～30 年度 
（県営海岸保全施設整備事
業） 

海岸保全 
施設整備 

岩子島団子石地区 
護岸整備 L=228m 

団子石 － 5 
平成 22～25 年度 
（県営海岸保全施設整備事
業） 

海岸保全 
施設整備 

田高根地区 
護岸整備 L=300m 

田高根 － 6 
平成 21～25 年度 
（県営海岸保全施設整備事
業） 

農道整備 
向島地区 
農道橋耐震補強 L=140m 

岩子島 60.0 7 
平成 21～25 年度 
（基幹農道整備事業） 

農道整備 
瀬戸田地区 
農道橋耐震補強 L=205m 

高根島 95.0 8 
平成 26～30 年度 
（基幹農道整備事業） 

ほ場整備 
御調河内第２地区 
（丸河南・徳永地区） 
区画整理 46.4ha 

丸河南 
・徳永 

46.4 9 
平成 27～33 年度 
（農業競争力強化基盤整備
事業） 

用排水路 
整備 

重井 2 期地区 
畑かん施設 151.0ha 

重井 2 期 151.0 10 
平成 19～26 年度 
（県営担い手支援型畑地総
合整備事業） 

海岸保全 
施設整備 

古江浜地区 
護岸整備 L=826ｍ 

古江浜 - 11 
平成 26～30 年度 
（県営海岸保全施設整備事
業） 

用排水路 
整備 

道越地区  
排水ポンプ更新一式 

道越 5.6 12 
平成 28～29 年度 
（基盤整備促進事業） 

ため池等 
整備 

池田新池地区  
ため池改修一式 

池田新池 13.5 13 
平成 29～32 年度 
（県営ため池整備事業） 

ため池等 
整備 

林中池地区  
ため池改修一式 

林中池 38.2 14 
令和 8～10 年度 
（県営ため池整備事業） 
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第３  農用地等の保全計画 

 

１ 農用地等の保全の方向 

本市では、山間棚田を中心に担い手不足による農地荒廃が進行するとともに、イノシシ等の鳥

獣被害が深刻化しています。一方では、都市化の進展を受けて、農地転用に伴う農用地のスプロ

ール化が進行しているほか、排水不良水田や、ため池の老朽化等、農地保全のための対策が必

要となっています。このため、御調地区など山間棚田等の条件不利地においては、中山間地域等

直接支払制度における助成制度を活用して、農地保全や鳥獣害防止対策に努めるとともに、農業

用水の確保と災害防止のためのため池改修を推進します。また、ほ場整備を実施するとともに、集

落法人等の中核的担い手を育成し、効率的な営農体系を構築するための生産基盤整備を推進し

ます。 

また、島しょ部地域（向島地区、瀬戸田地区）においては、高潮対策等の農地保全整備や水源

確保のための用排水路整備など、各種営農条件整備を推進します。 

一方、市街地については、秩序ある市街化の誘導によって農用地の計画的な保全・確保を図り、

スプロール化の防止と営農環境の確保に努めます。 

 

２ 農用地等保全整備計画 

事業の種類 事業の概要 
受益の範囲 

対図 
番号 

備   考 
受益地区 受益面積 

   ha   

ため池等 
整備 

峠池地区  
ため池改修一式 

峠池 11.3  1  
平成 24～27 年度 
（県営ため池整備事業） 

海岸保全
施設整備 

岩子島団子石地区 
護岸整備 L=228m 

団子石 － 2 
平成 22～25 年度 
（県営海岸保全施設整備
事業） 

海岸保全
施設整備 

田高根地区 
護岸整備 L=300m 

田高根 － 3 
平成 21～25 年度 
（県営海岸保全施設整備
事業） 

海岸保全 
施設整備 

外浦地区 
護岸整備 L=369ｍ 

外浦 - 4 
平成 26～30 年度 
（県営海岸保全施設整備
事業） 

海岸保全 
施設整備 

古江浜地区 
護岸整備 L=826ｍ 

古江浜 - 5 
平成 26～30 年度 
（県営海岸保全施設整備
事業） 

ため池等 
整備 

池田新池地区  
ため池改修一式 

池田新池 13.5 6 
平成 29～32 年度 
（県営ため池整備事業） 

ため池等 
整備 

林中池地区  
ため池改修一式 

林中池 38.2 7 
令和 8～10 年度 
（県営ため池整備事業） 
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【C-1：向 島】 

区 域 区域の範囲 除外地番 

C-1-2 

(向島町) 

向島町 

 

字唐樋内 12252、12253、12254、12255-1、12256-4、12257-2、
12257-4、12258、12259-1、12260-1、12261-1、
12261-2、12262-1、12263-1、12263-2、12267-1、
12267-2、12267-3、12267-4、12270-1、12271-1、
12272-1、12273、12274-1、12275-1、12276-1、
12278-2、12279-1、12279-2、12280-1、12280-2、
12281、12282、12283-1、12284-1、12284-2、12284-3、
12285-1、12286-1、12287-1、12287-5、12287-8、
12287-9、12289-1、12290-1、12290-2、12292-1、
12293-1、12294-1、12295-1、12296-1、12297-1、
12298-1 

12266-2、12280-1 

C-1-4 

(岩子島) 

向島町岩子島 

 

字池之浦 724-1、724-2、725-1、725-2、726、甲 738-1、739、
740-1、740-2、741、742、743-1、744、745-1、746、
747-1、748-1、749、750-1、774、775、776、777、
778、784-1、785-1、786-1、787-3、787-1、788-4、
790-1、791-1、792、793、794、795、796、806-1 

787-1、788-4 

 

【C-3：瀬戸田】 

区 域 区域の範囲 除外地番 

C-3-1 

(東 部) 

大字名荷 

字尾才田 47、67-1、90、97、98、99、102、103、104、105、108、
109、110、111、112、113、131、132、133、137、138、
139、140-1、154、155、158、159、161、162、163、
170-1、171、177、178、179、190、224、226 

H29 編入あり 

字木戸 612、613、614 H29 編入あり 

 字鉄壁 642-1、643-1、644、645、646-1、648-1、649-1、649-2、
649-3、650、653、657-1、659-1、664、665、667、668、
674-2、676-1、676-2、676-3、677-3、677-4、677-5、
677-6、677-7、677-8、692-1、693、694-1、695、696、
697-1、698-1、699-1、700-1、703-1、704、705、706、
708 

673-2、673-4 

649-3 

 字大米山 23132-1、23132-3、23136-1、23137-2、23138、23140-1、
23140-2、23142、23143、23144-1、23144-2、23144-3、
23145-1、23145-2、23145-3、23145-4 

23145-1、23145-2 

23145-3、23145-4 

 

 


